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Ｑ１：検査書類限定型工事として実施する場合、日々作成する書類も省略して

良いか。 

Ａ１：検査書類限定型工事は、あくまで検査時の書類を限定しているものであ 

り、通常作成・保管する書類が必要なくなる訳ではありません（従前のと 

おり）。 

Ｑ２：検査員は検査時に１０書類に限定して資料検査を行うとされている 

が、検査時に１０書類を必ず見なければならないか。 

Ａ２：検査員が必要に応じ、予め１０書類の書類を確認しておくことを妨げる 

ものではありません。 

したがって、１０書類に含まれる資料であっても、検査時には見ない場 

合もあります。 

Ｑ３：発注（公告）時に施工条件書に検査書類限定型工事であることを明記し

ているにも関わらす、受発注者が協議をして実施を決定するのはなぜか。

Ａ３：施工条件書に明記することとしているが、受発注者は契約上対等である 

とともに試行期間であることから、改めて受発注者双方が共通認識を持 

つために、当分の間は双方の協議により実施を決定してください。 

Ｑ４：試行要領対象工事の場合、従来の検査方法と異なる方法で行うことにな

るが、これまで設計図書の作成、現場監督、竣工検査、成績評定までの監

督職員としての一連の業務を行ったことのない職員が担当する工事でも

試行対象工事としてよいか。 

Ａ４：今後、対象工事の拡大や本格実施を行うにあたり、本試行要領により実 

施した検査と従来の方法で実施した検査との違いについて、受発注者双 

方の意見を集約する必要があります。 

このため、これまで発注に係る設計図書の作成や監督員として主とし 

   て現場監督に携わった経験が複数回あり、かつ、竣工検査への立会や工事 

   成績評定についても複数回経験している職員が担当している工事を対象 

としますが、個々の職員で過去の所属先が異なり、経験も大きく異なるこ 

とから、「主任」以上が担当している工事を想定しています。 

 なお、人事異動等により工事期間中に監督員が変更となった場合は、当 

該職員の経験等を考慮した上で、変更時点で受発注者協議により決定し 

てください。 


